
深谷市市有地の一般競争入札実施要領 

（平成３０年３月２９日市長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、市が所有する普通財産である土地（以下「市

有地」という。）の売払いに係る一般競争入札の実施に関し、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号）及び深谷市契約規則（平成２４年深谷市規

則第２７号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

（対象とする市有地の条件） 

第２条 一般競争入札の対象とする市有地の条件は、次のとおりと

する。 

（１） 公用又は公共用として利用計画がないこと。 

（２） 前号に掲げるもののほか、特別な事情がないこと。 

（入札参加者の資格） 

第３条 一般競争入札に参加することができる者は、次の各号のい

ずれにも該当しないものとする。 

（１） 地方自治法第２３８条の３第１項に規定する公有財産の

事務に従事する職員 

（２） 地方自治法施行令第１６７条の４第１項に規定する者 

（３） 地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号に規定する

者で、当該各号に該当する事実があった後３年以内において市

長が定める期間を経過しないもの 

（４） 前各号に掲げるもののほか、特に市長が定めるもの 

（入札の公告） 

第４条 一般競争入札の公告は、告示により行うものとする。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、前項の告示のほか、当該

公告の内容を広報等に掲載することにより行うものとする。 

（入札参加の申込み） 



第５条 一般競争入札に参加しようとする者は、公告で定める期限

までに、次に掲げる書類を提出して申込みしなければならない。 

 （１） 一般競争入札参加申込書 

 （２） 誓約書 

 （３） 身分証明書（個人の場合に限る。） 

 （４） 住民票（個人の場合に限る。） 

 （５） 商業又は法人登記簿謄本（法人の場合に限る。） 

 （６） 印鑑登録証明書 

 （７） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ ２人以上の共有名義として前項の規定による申込みをする場合

は、２人以上の者全員の連名で申込みをしなければならない。こ

の場合において、連名の者全員が第３条に規定する一般競争入札

の参加資格（以下「入札参加資格」という。）を有していなけれ

ばならない。 

 （入札参加資格の確認） 

第６条 市長は、前条の規定による申込みを受けたときは、入札参

加資格の有無について確認し、その結果を当該申込みをした者に

対して、一般競争入札参加資格確認通知書により通知するものと

する。 

２ 前項の規定にかかわらず、電子情報処理組織を使用して市有地

の売払いを行うシステム（以下「インターネット公有財産売却シ

ステム」という。）による一般競争入札にあっては、インターネ

ット公有財産売却システムにより通知するものとする。 

（入札参加資格の喪失） 

第７条 入札参加資格を有すると確認された者は、当該入札参加資

格を有すると確認された日から一般競争入札が執行されるまでの

間に、次の各号のいずれかに該当したときは、当該入札参加資格

を失うものとする。 

（１） 第３条第１号から第６号までのいずれかの規定に該当す

るに至ったとき。 



（２） 第５条第１項各号に規定する提出書類に虚偽の記載をし

たことが明らかになったとき。 

（入札保証金） 

第８条 入札保証金は、市長が発行する納入通知書により、指定の

期日までに納付するものとする。 

２ 落札者以外の者の入札保証金は、入札の終了後、入札保証金還

付請求書により還付するものとする。 

（入札の執行） 

第９条 入札は、１人以上の参加をもって行うものとする。 

２ 入札は、あらかじめ公告により指定した日時及び場所において

実施するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、インターネット公有財産売却システ

ムによる入札にあっては、当該システム上で入札価格を登録する

ことにより実施するものとする。 

４ 入札回数は、１回とする。 

 （代理人による入札） 

第１０条 入札は、代理人をして行わせることができる。この場合

において、入札執行者は、入札前に委任状により代理人であるこ

とを確認しなければならない。 

 （入札の辞退） 

第１１条 入札執行者は、入札参加者が入札を辞退する旨を申し出

た場合、次に掲げるところにより取り扱うものとする。 

（１） 入札執行前にあっては、入札辞退届を提出させる。 

（２） 入札執行中にあっては、入札辞退届又はその旨を明記し

た入札書を提出させる。 

（３） 前２号の規定にかかわらず、インターネット公有財産売

却システムによる入札の辞退にあっては、深谷市インターネッ

ト公有財産売却ガイドラインに基づき、取り扱う。 

（入札の無効） 

第１２条 深谷市契約規則第１２条各号に掲げるもののほか、次の



各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

（１） 入札書が指定の日時までに指定の場所に到達しなかった

入札 

（２） 入札について不正行為があった入札 

（３） 入札公告等において定めた提出書類を提出しない者がし

た入札又は虚偽の提出書類を提出した者がした入札 

（４）  郵便（入札の方法として指定した場合を除く。）、電 

報、電話又はファクシミリにより提出した者がした入札 

（５） 入札価格が予定価格に達していない入札 

（６） 一般競争入札参加申込書に押印した印鑑と異なる印鑑を

押印した入札 

（７） 代理人による入札において、委任状に押印した印鑑と異

なる印鑑を押印した入札 

２ 前項の規定にかかわらず、インターネット公有財産売却システ

ムによる入札にあっては、深谷市契約規則第１２条第１号から第

４号までの規定並びに前項第６号及び第７号の規定は、適用しな

い。 

（入札の中止等） 

第１３条 市長は、天災地変その他やむを得ない理由が生じたとき

は、入札を中止し、又は入札期日を延期することができる。この

場合において、入札参加者が損害を受けることがあっても市は弁

償の責を負わない。 

２ 前項の規定により入札を中止したときは、既に納付された入札

保証金を還付するものとする。 

（落札者の決定） 

第１４条 落札者は、予定価格以上で入札した者のうち、最高価格

で入札した者とする。 

２ 落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、く

じ引きにより落札者を決定する。 

（落札結果等の通知） 



第１５条 落札者を決定したときは、当該入札場所において、入札

参加者にその旨を発表するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、インターネット公有財産売却システ

ムによる一般競争入札にあっては、落札者に対して電子メールそ

の他の方法により通知するものとする。 

（売買契約） 

第１６条 落札者との売買契約は、市有財産売買契約書により締結

するものとする。この場合において、深谷市議会の議決に付すべ

き契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１８年深谷市

条例第６４号）に基づき議会の議決を要する契約については、議

会の議決を得た時に本契約が成立する旨の市有財産売買仮契約書

を締結するものとする。 

（経費の負担） 

第１７条 契約の締結及び契約の履行に関して必要な一切の費用

は、全て落札者の負担とする。 

（契約保証金） 

第１８条 契約保証金は、市長が発行する納入通知書により、指定

の期日までに納付するものとする。 

２ 落札者から納付された契約保証金は、売買代金に充当するもの

とする。 

（売買代金の納付） 

第１９条 第１６条の規定により契約を締結した者は、売買代金か

ら契約保証金を控除した金額を、市長が発行する納入通知書によ

り、指定の期日までに納付しなければならない。 

２ 売買代金が前項に規定する期限までに完納されない場合におい

て、市長が完納することを不能と認めたときは、契約を解除する

ものとし、契約保証金は、市に帰属するものとする。 

（その他） 

第２０条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別

に定める。 



附 則（平成２９年８月３１日決裁） 

この要領は、平成２９年９月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 


